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Ⅰ  行 政 組 織 



平和推進プロジェクト・チーム

東 京 オ リ ン ピ ッ ク ・
パ ラ リ ン ピ ッ ク 担 当

都市圏魅力づくり推進課 都 市 魅 力 創 造 Ｇ

総 括 官 （ ス ポ ー ツ 推 進 ）

交 通 対 策 Ｇ

スポーツコミッション担当

総 括 官 （ 国 際 ・ 平 和 推 進 ）

国 際 課

地 域 政 策 局

総 括 官 （ 地 域 振 興 ）

地 域 力 創 造 課 ひろしま暮らし創造Ｇ

経 営 企 画 担 当

地 域 政 策 総 務 課

市 町 支 援 ・ 連 携 Ｇ

総 務 Ｇ

交 通 対 策 担 当

競技スポーツ推進Ｇ

里 山 人 材 力 強 化 Ｇ

ス ポ ー ツ 推 進 課

財 政 Ｇ

地域スポーツ推進Ｇ

都 市 機 能 調 整 担 当

行 政 ・ 権 限 移 譲 Ｇ市 町 行 財 政 課 調 整 Ｇ

地方債・公営企 業Ｇ

中 山 間 地 域 振 興 課 中山間地域企画担当

総 括 官 （ 中 山 間 地 域 振 興 ）

旅 券 Ｇ地 域 国 際 化 Ｇ 国 際 交 流 Ｇ

平 和 構 築 Ｇ 構 想 推 進 Ｇ

国 際 連 携 担 当

選 挙 管 理 委 員 会

事 務 局 庶 務 Ｇ 選 挙 Ｇ
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１　庶務・施策の企画及び総合調整

○ 庶務・施策の企画及び総合調整 局の庶務，施策の企画及び総合調整

2　国土調査の促進

○ 国土調査の促進
国土調査法に基づく県土の調査・測量，地図・地籍簿の作成
の支援

１　移住の促進

○ 東京圏等から広島への移住促進
「都市と自然の近接性」を生かした広島らしいライフスタイルの
魅力発信，東京における移住相談窓口の運営，市町と連携し
た移住者の受け皿づくり

２　まち・ひと・しごと創生の推進

○
市町のまち・ひと・しごと創生に
向けた支援

市町総合戦略に基づく市町の取組の支援

３　県と市町の連携強化

○ 県と市町の連携強化
県・市町連携会談や県・市町共同会議など，市町との意見交
換等の実施

　交通対策の推進

○ 総合交通計画の推進
基幹交通体系と地域交通体系が融合するシームレスなネット
ワークの形成促進

○ 鉄道輸送対策の推進 ＪＲ線輸送対策の推進，第３セクター井原鉄道㈱の振興

○ 生活交通確保対策の推進 生活バス路線維持対策の推進，航路対策の推進

○ 交通バリアフリーの推進 鉄道駅のバリアフリー化設備の整備等の支援

○ 公共交通移動活発化の推進 乗換利便性向上に向けた取組の推進

１　都市圏活性化の推進

○ 都市圏の活性化施策の推進
多様な人材の集積を促進する環境の創出や広島市や福山
市と連携した取組を推進

2　県と広島市，福山市の連携の強化

○ 県と広島市,福山市の連携の強化
県と広島市，福山市がそれぞれ実施している行政サービスの
連携方策等の調査・検討

各課の所掌事務の概要

地域政策総務課

都市圏魅力づくり推進課

地域力創造課

交通対策担当

  2



１　地域における「つながり力」強化と人材の育成・ネットワークづくりの促進

○ 人材の育成・交流促進に向けた取組
中山間地域の未来をリードする人材の養成研修の実施,
地域づくり実践者の活動継続等に向けた交流機会の創出

○ 首都圏からの人材の確保
首都圏からの新たなソーシャル人材の確保，首都圏人材によ
る自主活動の継続

○ 持続可能な地域運営の仕組みづくり
地域団体や実践者の課題解決に向けた活動を，地域貢献を
志向する企業等が継続的に支えていく仕組みを構築

○ 住民自治組織の活動支援
住民自治組織同士の協働や連携による地域運営や創意工夫
を活かした課題解決の取組の支援

２　地域「しごと創生」に向けたチャレンジ支援

○ 外部人材の活用
課題を抱える中山間地域の中小企業が，外部人材を活用し，
経営課題に継続的に取り組んでいくための意識啓発と，人材
活用の新たな仕組みづくりを推進

○ チャレンジ里山ワーク拡大
廃校舎や古民家等，既存施設を活かして企業のサテライトオ
フィスを誘致しようとする市町を支援し，中山間地域における
新しいワークスタイルの定着と企業誘致を促進

○ 中山間地域の未来創造支援 産業対策を基本とした市町の主体的な取組を支援

３　デジタル技術を活用した暮らしの向上

○
デジタル技術を活用した中山間地域
の生活環境向上

中山間地域の課題解決に資するデジタル技術を活用した
取組モデルの創出と普及展開を推進

4　県の策定計画の推進

○
中山間地域振興計画（第Ⅱ期）の推
進

庁内・市町との連携のもと，「中山間地域振興計画（第Ⅱ期）」
の推進及び集落調査等の実施

○
過疎地域持続的発展方針及び過疎地
域持続的発展県計画の策定と推進

過疎地域持続的発展方針及び過疎地域持続的発展県計画
の策定とこれらに基づく総合的な施策の推進

○ 離島・半島地域の振興対策の推進 離島振興計画，半島振興計画に基づく振興

１　市町に対する総合的支援

○
行財政基盤の強化と自立を総合的に
支援

市町の現状に即した的確で効果的かつ総合的な支援の実施

２　市町の行政運営の強化

○ 行政運営に対する助言 組織・運営の合理化・効率化に向けた助言・情報提供

○ 職員の人材確保・育成
「ひろしま自治人材開発機構」を活用した人材の確保・育成・
交流

○
住民基本台帳ネットワークシステム
の運用

システムのセキュリティ確保と円滑な運用の実施

３　市町の財政健全化に向けた取組への支援

○ 財政の健全化に向けた取組
財政事情を把握し，財政運営の健全化や課題解決に向けた
助言，情報提供

○
地方公営企業の経営強化に向けた
取組

地方公営企業の経営の健全化・効率化に向けた調査・助言

○ 地方交付税等の交付 地方交付税等の算定，交付

○ 地方債の同意・届出・許可 地方債の活用についての助言及び地方債の同意・届出・許可

４　事務・権限移譲の総合調整

○ 市町への事務・権限移譲の総合調整
市町の主体的な選択により事務・権限を移譲するための総合
調整

○ 事務・権限移譲に伴う支援措置等
権限移譲推進のための助言・情報提供，財源措置・人的支
援，権限移譲効果発揮のための支援措置調整

○
事務・権限移譲に伴う制度改正要望
等

権限移譲に支障となる制度の改正要望等の整理・調整

市町行財政課

中山間地域振興課
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１　スポーツ振興施策の推進

○
スポーツを核とした豊かな地域づく
りの推進

「スポーツアクティベーションひろしま」（広島版スポーツコミッ
ション）による「わがまち�スポーツ」支援

○ 国際スポーツ大会の誘致 各種スポーツ大会の開催支援

2　障害者スポーツの推進

○ 障害者スポーツの普及・啓発 体験イベントの実施等による障害者スポーツの普及・啓発

○ 選手の育成・強化
メディカルサポートの実施や指導員の養成等による選手の育
成・強化

○ 障害者スポーツ大会の支援 県障害者スポーツ大会等の開催支援

3　競技スポーツの推進

○ 競技力の向上
ジュニア選手の発掘・育成・強化，成年選手の強化，指導者の
養成

○ 各種スポーツ大会の支援 各種スポーツ大会の開催支援

４　東京オリンピック・パラリンピック関連事業の推進

○ メキシコ選手団の合宿受入の支援 事前合宿受入に向けた関係者との調整，受入市町の支援等

○ 聖火リレーの県内実施
県内でのオリンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェス
ティバルの実施

５　アーバンスポーツの推進

○ FISEの開催支援 アーバンスポーツ世界大会「FISE」の広島での開催支援

○ アカデミーの誘致
FISE関係競技の選手の育成・強化等を担う拠点（アカデミー）
の県内誘致

6　スポーツ活動を支える環境の整備

○
県立社会体育施設の管理及び施設整
備

広島県総合グランド及び広島県立総合体育館の管理及び施
設整備，スポーツ会館の助成

○
総合型地域スポーツクラブの育成促
進

総合型地域スポーツクラブの育成，活性化へ向けた支援

○
スポーツ活動を支える人材の養成・
支援

スポーツ関係団体との連携による人材育成等

スポーツ推進課
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１　国際社会で活躍できる広島県づくりの推進

○ 国際社会で活躍できる担い手づくり
ひろしまジュニア国際フォーラムの開催，外国青年招致（JET
プログラム）及び（公財）ひろしま国際センターへの支援

○ 海外人材の活躍環境づくり
外国人材の受入・定着に係る生活面の支援，留学生の受入・
定着の促進及び多文化共生の社会づくりの推進

○ 国際交流，広域拠点機能の強化 国際関係機関誘致支援

２　広島県の魅力・特色の積極的発信やさらなる向上

○ 国際交流ネットワークの充実
中国四川省，米国ハワイ州及びメキシコ国グアナファト州との
友好交流，韓国との交流促進，在外広島県人会との交流促
進・後継者育成支援

３　国際人材育成の推進

○ 県立広島国際協力センターの運営
開発途上国の人づくりへの貢献や県民の国際化など，総合的
な国際人材育成拠点として運営

４　渉外関係主要都道府県知事連絡協議会

○
渉外関係主要都道府県知事連絡協議
会

米軍関係施設等が所在する１５都道府県の連絡調整及び政
府に対する要請活動

５　旅券発給に関する事務

○ 旅券発給事務
海外渡航に必要な旅券の発給申請の受理及び旅券の作成・
交付

国際平和の実現に向けた拠点づくり

○ 国際平和拠点ひろしま構想の推進
国際平和拠点ひろしま構想に基づき，広島市を始めとする多
様な主体と連携しつつ，核兵器廃絶のプロセスや復興・平和
構築を推進

○ ユニタール広島事務所の活動支援 ユニタール広島事務所活動支援を通じた国際社会への貢献

国際課

平和推進プロジェクト・チーム
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選挙の適切な管理・執行等

○ 選挙の管理・執行
県知事選挙，県議会議員選挙，衆議院議員選挙，参議院議員
選挙の適正な管理・執行

○ 明るい選挙の推進 明るい選挙推進事業の実施

○ 政治資金関係事務
政治資金規正法に基づく政治団体の諸届，政治資金収支報
告書等の受理・公表等

○ 政党助成関係事務 政党助成法に基づく支部政党交付金の使途等報告書の受理

選挙管理委員会の所掌事務の概要

 6



（令和３年５月末現在）

県職員
他 県
交 流

市 町
派 遣

民 間
派 遣

非常勤
嘱託員

会計年度
任用職員 計

【地域政策局】

1 1 1

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

9 1 10 2 10 22

12 1 13 13

5 1 2 8 8

8 1 9 9

10 2 1 13 13

20 4 1 25 17 42

19 3 1 23 23

18 4 22 22

　平和推進プロジェクト・チーム 10 1 1 2 14 14

117 0 10 1 4 12 144 0 19 10 173

【選挙管理委員会】

4 4 4

職　　　員　　　数

配　　　　置　　　　人　　　　員
他  県
交  流

市　町
派　遣

　地域政策局長

他団体
派　 遣

　中山間地域振興課

　都市圏魅力づくり推進課

計

　選挙管理員会事務局

合 計

　市町行財政課

　　（経営企画担当）

　交通対策担当

　総括官（地域振興）

　総括官（国際・平和推進）

　国際課

　地域政策総務課

　総括官（中山間地域振興）

　総括官（スポーツ推進）

　スポーツ推進課

　地域力創造課
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Ⅱ  予算と主要事業 



【款項別予算】 （単位：千円，％）

令和２年度
当初予算額

（A） 国支出金 その他 一般財源 （B） （A）-（B） （A）/（B）

　総　務　費 11,726,850 2,331,484 3,600,749 5,794,617 7,748,037 3,978,813 151.4%

総 務 管 理 費 791,471 23,350 192,463 575,658 890,103 △98,632 88.9%

企 画 費 280,983 0 0 280,983 287,720 △6,737 97.7%

地 域 振 興 費 7,564,769 565,587 3,407,880 3,591,302 6,513,593 1,051,176 116.1%

選 挙 費 3,089,627 1,742,547 406 1,346,674 56,621 3,033,006 5456.7%

11,726,850 2,331,484 3,600,749 5,794,617 7,748,037 3,978,813 151.4%

※増減の主なもの （単位：千円）

3年度
予算額

2年度
予算額

差引増減

≪増加の主なもの≫

701,387 0 701,387

423,330 98,869 324,461

93,500 35,100 58,400

42,000 0 42,000

≪減少の主なもの≫

0 73,334 △73,334

15,881 54,000 △38,119

新規事業

事　　業　　名

未来の地域づくり応援交付金事業

広島ＬＲＴ整備事業

メキシコ選手団等事前合宿受入等
推進事業

国からの要請による新型コロナウイ
ルス感染症対策経費等の増

チャレンジ・里山ワーク拡大事業

令和３年度当初予算の概要

歳
　
　
　
出

対前年度比

増　減　の　理　由

区　　　分

令和３年度当初予算額

合   計

広島型MaaS推進事業 新規事業

「お試し勤務施設」及び「コワーキ
ング施設」の整備支援等の増

事業終了

ひろしまジュニア国際フォーラム開催事業

新型コロナウイルス感染症の世界的
まん延を踏まえ，規模を縮小したこ
とによる経費等の減

 8
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○ 新型コロナウイルス感染症対策の強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 事 業 一 覧 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メキシコ選手団等事前合宿受入推進事業        324,131 千円※ 

※新型コロナウイルス感染症対策分 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた，メキシコ合衆国等の選手団

の県内各地での事前合宿の受入における，新型コロナ対策を推進する。 

・・15 

中山間地域の遊休施設等を活用して，企業のサテライトオフィスの誘致や専門人材を確保

しようとする市町を支援し，中山間地域における新しいワークスタイルの定着と企業誘致を

促進 

チャレンジ・里山ワーク拡大事業           93,500 千円 ・・・24 
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○ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

■ 県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 県民の『誇り』につながる強みを伸ばす 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民の挑戦の後押し 

 

・・・17 

スポーツを核とした豊かな地域づくりに向け，スポーツを活用した地域活性化を推進 

スポーツを活用した地域活性化推進事業         84,393 千円 

核兵器廃絶や復興・平和構築などの分野の研究や活動が活発に展開される「国際平和拠点

ひろしま」を実現することを通じて，平和で安定した国際社会の実現に向けた取組を実施 

国際平和拠点ひろしま構想推進事業           202,206 千円 

外国人材の受入・共生対策事業                 46,696 千円 

県内企業等において，そのニーズに基づき特定技能等の外国人材の受入が適正かつ円滑に

行われ，外国人が県内企業で活躍し，孤立することなく県民の一員として地域に溶け込み，

安心して生活できる環境を整備 

 

・・・18 

・・・13 

・・・16 東京2020オリンピック聖火リレー等実施事業      138,648千円 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に先駆けて県内で実施されるオリンピ

ック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティバルを安全かつ円滑に運営し，大会に向

けた機運を醸成 

メキシコ選手団等事前合宿受入推進事業(再掲)       423,330 千円 

メキシコ合衆国等の選手団の事前合宿を県内各地で受け入れるとともに，各合宿地におい

て，合宿を契機とした，スポーツ，経済，文化等，幅広い分野での交流を実施 

・15 

ひろしまスタイル定住促進事業             90,549 千円 

「都市と自然の近接性」という地域特性を生かした広島らしいライフスタイルの魅力の発

信や，移住相談窓口などの移住サポート体制の強化等を通して，ウィズコロナにより東京圏

で高まりつつある地方移住の機運を取り込み，移住につなげる仕組みづくりを推進 

・・・14 
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■ 県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・18 

広島西飛行場跡地活用推進事業             124,602 千円 

広島都市圏における高次都市機能集積強化により中枢拠点性の向上を図るため，広島西飛

行場跡地利用計画に基づき，広島市と共同で取組を推進 

・・・19 

・・・21 ひろしま里山・人材力加速化事業（再掲）       62,533 千円 

中山間地域の地域づくりリーダーの活動が，将来にわたって主体的かつ継続的に展開され

るよう，人材のネットワーク化を進めるとともに，裾野の拡大に向けて，人材の育成や活動

参画への一層の機運醸成を推進 

都市圏魅力創造事業                  7,369 千円 

広島都市圏及び備後圏域において，内外の多様な人材を惹きつける魅力と活力ある地域環

境の創出に向け，各圏域の中心である広島市及び福山市と連携した取組を推進 

核兵器廃絶や復興・平和構築などの分野の研究や活動が活発に展開される「国際平和拠点

ひろしま」を実現することを通じて，平和で安定した国際社会の実現に向けた取組を実施 

国際平和拠点ひろしま構想推進事業（再掲）       202,206 千円 

ひろしま里山・人材力加速化事業           62,533 千円 

中山間地域の地域づくりリーダーの活動が，将来にわたって主体的かつ継続的に展開され

るよう，人材のネットワーク化を進めるとともに，裾野の拡大に向けて，人材の育成や活動

参画への一層の機運醸成を推進 

・・・20 

県民の挑戦の後押し（続き） 

・・・21 

住民自治組織協働連携モデル推進事業         10,000 千円 

中山間地域における地域力強化に向けて，自治組織等における集落の状況に応じた柔軟な

地域運営や創意工夫を活かした課題解決の取組を支援 

特性を生かした適散・適集な地域づくり 

・・・23 

 

・・・22 ひろしま版里山エコシステム構築事業         16,000 千円 

中山間地域の課題解決に向けた地域団体や実践者の活動を紹介し，地域貢献に関心の高い

企業等へつなぐための専用サイトを開設することにより，様々な関係者が活動を継続的に支

えていくことのできる仕組みを構築 
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・・・27 

 

中山間地域が抱える生活に身近な課題について，デジタル技術を活用して解決するための

新たなサービスを導入しようとする市町の取組を支援し，広く中山間地域での普及展開を推

進 

デジタル技術を活用した中山間地域の生活環境向上事業  110,000 千円   

鉄道ネットワークを活かした中山間地域の魅力向上事業  27,000 千円 

平成 30 年７月豪雨災害による被災からの全線復旧を機に，中山間地域の魅力向上を図る

ため，鉄道網を地域資源として活用し，中山間地域ならではの地域交流や地域の利便性向上

に取り組む市町・沿線協議会等を支援 

広島型 MaaS 推進事業                 42,000 千円 

中山間地域での社会実装が可能な「MaaS を活用した新しい交通サービス」のモデルを構

築するとともに，全県的な「広島型 MaaS」の展開に向けた基盤づくりの取組を実施 

特性を生かした適散・適集な地域づくり（続き） 

未来の地域づくり応援交付金事業              701,387 千円 

市町振興基金の活用により，「地方創生・人口減少対策」や「防災・減災対策」などの市

町の取組が着実に推進できるよう支援 

鞆地区振興推進費                    18,083 千円 

※地域政策局所管分 

鞆地区のまちづくりを促進するため，鞆地区の地域振興に係る事業について，福山市と連

携・協力し，地元住民の方々と意見交換を重ねながら取組を推進 

 

・・・30 

 

中山間地域の遊休施設等を活用して，企業のサテライトオフィスの誘致や専門人材を確保

しようとする市町を支援し，中山間地域における新しいワークスタイルの定着と企業誘致を

促進 

チャレンジ・里山ワーク拡大事業（再掲）       93,500 千円 

その他 

 

中山間地域外部人材活用支援事業           8,000 千円 

中山間地域において，人材不足などの課題を抱える中小企業が，外部人材を活用して，自

社の経営課題に継続的に取り組んでいくための意識啓発を推進 

・・・24 

 

・・・28 

 

・・・29 

 

・・・25 

 

・・・26 
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外国人材の受入・共生対策事業 

 
１ ねらい 

  県内企業等において，特定技能等の外国人材の受入れが適正かつ円滑に行われ，外国

人が，県内企業で活躍し，孤立することなく県民の一員として地域に溶け込み，安心し

て生活できる環境を整える。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

多文化共生の

地域づくり支

援 

 

○外国人との共生推進事業 

・ 外国人が地域と繋がりを持ちながら，生活に必

要な情報を共有できる仕組みづくりを市町と連携

して実施 

○異文化理解促進プログラム 

・ 小中高生を対象とした異文化体験講座等を実施 

４，８７１ 

○外国人専門相談窓口の運営及び地域日本語教室の

拡充 

・ 在留資格や労働問題などに関する多言語専門相

談窓口の運営と地域日本語教室の拡充に向けた取

組を実施 

４０，１８５ 

○外国人への情報提供の充実 

・ 県ポータルサイト（Live in Hiroshima）から，

生活関連情報，地域行事，イベント情報等を多言

語で SNS 等により発信 

○外国人生活環境調査 

・ 外国人に対する生活環境面の取組の効果や課題

等を把握するための調査 

１，６４０ 

 

３ 令和３年度予算額   

４６，６９６千円（一部国庫） 
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ひろしまスタイル定住促進事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  「都市と自然の近接性」という地域特性を生かした広島らしいライフスタイルの魅力

の発信や，移住相談窓口などの移住サポート体制の強化等を通して，ウィズコロナによ

り東京圏で高まりつつある地方移住の機運を取り込み，移住につなげる仕組みづくりを

進める。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

広島らしい 

ライフスタイ

ルの魅力発信 

○デジタルマーケティングの手法を用いた情報発信 

○ホームページによる情報発信 

○市町や企業等と連携した移住フェアの実施 

３５，７８０ 

移住希望者と

地域のマッチ

ング 

○相談窓口の運営，相談者の来広支援 

○AI を活用した相談対応システムの運用 
３４，４１４ 

移住者に対す

る受け皿づく

り 

○移住希望者層に応じた現地ネットワークづくり

【新規】 

○移住者の受け皿となる仕組みづくり 

○移住支援金の交付【新規】 

○交流定住促進協議会への参画 

２０，３５５ 

 

３ 令和３年度予算額   

９０，５４９千円（一部国庫） 
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メキシコ選手団等事前合宿受入推進事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向け，メキシコ合衆国等の選手団

の事前合宿を県内各地で受け入れるとともに，各合宿地において，合宿を契機とした，

スポーツ，経済，文化等，幅広い分野での交流を行い，県域全体の活性化につなげる。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 令和３年度当初予算額 

事前合宿 

受入支援 

○オリンピック・パラリンピック選手団の合宿 

受入市町への支援 

○受入サポート員の配置 

○通訳ボランティアへの研修 

〇新型コロナウイルス感染症対応【新規】 

411,620 

県内の 

機運醸成等 

○全県的な合宿プロモーションの展開 

 ・ホームページの充実，保守 

 ・県内イベントや企業と連携したプロモーショ

ンの実施 

○東京 2020 大会後の交流の継続に向けた枠組の

構築 

11,710 

 

３ 令和３年度予算額   

４２３，３３０千円（単県） 
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東京 2020 オリンピック聖火リレー等実施事業 

 
１ ねらい 

  東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に先駆けて県内で実施されるオリン

ピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティバルを安全かつ円滑に運営し，大

会に向けた機運を醸成する。 

 

２ 事業の概要 

 ○ オリンピック聖火リレーに係る安全確保，セレモニー開催市への支援等 

  （実施日程）2021 年 5 月 17 日，5 月 18 日 

  （実施市町）県内 12 市町 

               １日目：三次市→庄原市→東広島市→呉市→坂町→広島市 

        ２日目：廿日市市→海田町→三原市→尾道市→府中市→福山市 

○ パラリンピック聖火フェスティバル（採火式，集火・出立式）の開催等 

  （実施日程）2021 年 8 月 12 日～8 月 16 日 

  （実施市町）県内全 23 市町 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

オリンピック

聖火リレー 

警備実施  

・走行路，沿道観覧エリア，セレモニー会場の安全

確保 

セレモニー開催支援  

・出発式，セレブレーションを開催する市への補助 

その他  

・交通規制の告知・周知 等 

１２５，０１３ 

パラリンピッ

ク聖火フェス

ティバル 

セレモニー開催   

・採火式，集火・出立式の開催 

アフターイベント実施 

・パブリックビューイング，障害者スポーツ体験会

の実施 

１３，６３５ 

 

３ 令和３年度予算額   

１３８，６４８千円（単県） 
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スポーツを活用した地域活性化推進事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  スポーツを核とした豊かな地域づくりに向け，スポーツを活用した地域活性化に取り

組む。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

県内各地域の 

取組支援 

○県内市町の実施するわがまち�スポーツへの支援 

・アドバイザリーボード等によるノウハウ・人脈支

援 

・県内市町の実施するスポーツを活用した地域活性

化に係る取組の費用の一部に対しての財政支援 

≪財政支援概要≫ 

  上 限 額：１市町あたり 5,000 千円 

  対象事業：スポーツを活用した地域活性化に資す

る事業（ソフト事業及びソフト事業に

付随するハード事業） 
  補 助 率：１/２ 

３６，７１７ 

スポーツ情報の

一元化・戦略的

情報発信 

【新規】 

○地域のスポーツ資源であるスポーツチームを最大

限活用し，県民の関心を高めるための仕組みを構築 

・広島横断型スポーツ応援コミュニティの創設 
・県内スポーツチームのスタッツ（成績）等の 
データを活用した，新たな楽しみ方を県民へ提供 

３０，０００ 

スポーツアクテ

ィベーションひ

ろしま（SAH）の

組織運営 

〇スポーツを活用した地域活性化を推進するため，

スポーツアクティベーションひろしまを運営 
１７，６７６ 

 

 

 

 

 

３ 令和３年度予算額   

８４，３９３千円（一部国庫）  

【わがまち�スポーツ】 

 地域のスポーツ資源を活用して，それぞれが目指す地域の活性化を図る取組。 

【スポーツアクティベーションひろしま】 

 スポーツを活用した豊かな地域づくりに向け，地域のスポーツ資源を活用し，スポーツ関係

団体の連携を図るとともに，ノウハウ等を十分に蓄積させる観点から令和２年４月に広島県

庁スポーツ推進課内に，設置した広島版のスポーツコミッション 
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国際平和拠点ひろしま構想推進事業【一部新規】 
 

１ ねらい 

  世界中のリーダーや研究者，NGO など，幅広い人材や情報・知識，資金などの資源を

広島に集め，結びつけ，つなぐことにより，核兵器廃絶や復興・平和構築などの分野の

研究や活動が活発に展開される「国際平和拠点ひろしま」を実現することを通じて，平

和で安定した国際社会の実現に貢献する。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

核兵器廃絶

に向けた新

たな政策づ

くりと多国

間枠組みの

形成 

政策づく

り事業 

世界的な平和研究機関等と連携し，核抑止に

代わる新たな安全保障政策づくりを推進す

る。 

（ひろしまラウンドテーブル開催，核軍縮研

究国際ネットワーク会議の運営，海外研究機

関との共同研究，ひろしまレポート作成） 

３１，１７４ 

多国間枠

組み形成

事業 

【新規】 

国連等と連携し，新たな安全保障政策をベー

スにした多国間枠組みの形成を図る。 

（NPT 運用検討会議での働きかけ，国際平和

のための対話イベント等） 

２１，５６４ 

平和の取組

への賛同者

拡大と世界

への働きか

け 

国際社会

等への

アウトリーチ

事業 

【新規】 

国連や各国政府への働きかけ強化のため，多

様な団体とのネットワーク化を図る。 

（TPNW 締約国会議等の国際会議での働きか

け，広報戦略策定等） 

１９，７８６ 

人材育成

強化事業 

核兵器廃絶と国際平和の実現のため，グロー

バルに活躍し，平和貢献できる人材を育成す

る。 

（グローバル未来塾 in ひろしま，核兵器と

安全保障を学ぶ広島－ICAN アカデミー等） 

１１，８００ 

広島が有す

る経験や資

源を生かし

た復興・平

和構築 

持続可能な

平和推進メ

カニズムの

構築 

プラット

フォーム

構築事業

【新規】 

多様な主体の参画を促すプラットフォーム

の構築を図るとともに，平和資源の集積機能

等を備えた体制を整備する。 

（世界平和経済人会議ひろしまの開催， 

ウェブサイトを通じた賛同者拡大，ひろしま

国際平和創造センター（仮称）の運営等） 

１０６，５４６ 

拠点構想

推進事業 

国際平和拠点ひろしま構想推進のため，構想

推進委員会の開催等を行う。 
１１，３３６ 

 

３ 令和３年度予算額   

２０２，２０６千円（単県）  



19 

 

 
都市圏魅力創造事業 

 
１ ねらい 

  厳しい社会環境の中，本県が持続的に発展していくためには，成長の牽引役として人

口や経済活動が集中する都市部の魅力，競争力の向上を図るとともに，周辺都市や中山

間地域が有する強みや機能を強化し，その相乗効果による地域の活力を生み出していく

ことが必要である。 

こうした観点から，広島都市圏及び備後圏域において，内外の多様な人材を惹きつけ

る魅力と活力ある地域環境の創出に向け，各圏域の中心である広島市及び福山市と連携

した取組を推進する。 

 

２ 事業の概要 

 ○ ひろしま都心活性化プラン（平成２９年３月策定）の実現に向けて，広島市都心部

（紙屋町・八丁堀地区及び広島駅周辺地区）の中枢拠点性の向上を目指して，広島市

と連携して取り組む事業 

○ 福山駅前再生ビジョン（平成３０年３月策定）の実現に向けて，備後圏域の活性化

につながる福山駅前の魅力の向上を目指して，福山市と連携して取り組む事業 

 

区  分 内    容 予算額 

魅力的な都市環境

形成事業 

≪広島市≫ 

○広島都心部のまちづくりの推進 

・地域主体によるエリアマネジメント活動や体

制づくりを支援 

 

≪福山市≫ 

○福山駅前地区のまちづくりの推進 

・エリアマネジメントの活性化に向けた人材育

成や機運醸成の取組を支援 

７，３６９ 

 

３ 令和３年度予算額 

  ７，３６９千円（単県） 



20 

 

 

広島西飛行場跡地活用推進事業 

 
１ ねらい 

  広島都市圏における高次都市機能集積強化により中枢拠点性の向上を図る。 

 

２ 事業の概要 

 ○ 広島西飛行場跡地利用計画に基づき，広島市と共同で関連事業に取り組む。 

  ・ 跡地活用に必要な交通アクセスの改善に向けた道路整備 

  ・ 多目的スポーツ広場の整備 

  ・ 新たな産業（にぎわい）ゾーンの活用に係る検討 

 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

基幹道路の整備等 ○工事（河川側道路） ４０，０００ 

多目的スポーツ

広場の整備 
○工事（造成工事） ８４，０００ 

新たな産業（にぎ

わい）ゾーンの活

用に係る検討 

新たな産業（にぎわい）ゾーンの活用に係る 

検討経費 
６０２ 

 

３ 令和３年度予算額   

１２４，６０２千円（単県） 



21 

 

ひろしま里山・人材力加速化事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

   これまで発掘・育成してきた中山間地域の地域づくりリーダーの活動が，将来にわ

たって主体的かつ継続的に展開されるよう，人材のネットワーク化を進めるとともに，

裾野の拡大に向けて，人材の育成や活動参画への一層の機運醸成を図る。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

地域づくり 

活動への機運 

醸成 

【一部新規】 

○オンライン「ミニ未来博（仮称）」の開催【新規】 

 開催時期 令和３年９月～１２月（４か月間） 

主な概要 ・地域づくり活動を紹介する特設サイトの開設 

（活動の動画配信等） 

          ・オンライン体験プログラムの企画提案募集 

      ・里山ココロザシカフェ（仮称）の開催 

（リアル及びオンライン配信）    など 

３４，６００ 

○「ひろしま里山グッドアワード」の実施 ５，０６８ 

新たな人材 

の育成 

○リーダー育成塾の開講 

・地域づくりのノウハウを学ぶ「ひろしま≪ひと・

夢≫未来塾」の開講（第７期） 

１０，０００ 

チーム５００ 

を活用した 

活動の活性化 

○中山間地域の活動実践者のプラットフォーム 

「ひろしま里山・チーム５００」の運営 

 ・登録者の地域づくり活動情報の発信 

 ・実践者間の交流促進 

 ・地域内外の人材をつなげるウェブサイトの運営 

○新たな活動支援のための環境整備 

 ・産学金官で構成する「さとやま未来円卓会議」に

よる助言 等 

 ・自立的な活動実践に向けたクラウドファンディン

グ活用支援 

○相談窓口「地域づくりサポートデスク」の運営 

１２，８６５ 

 

３ 令和３年度予算額   

６２，５３３千円（単県） 



22 

 

 
ひろしま版里山エコシステム構築事業【新規】 

 
１ ねらい 

  中山間地域の課題解決に向けた地域団体や実践者の活動を広く紹介し，地域貢献に関

心の高い企業等へつなぐための専用サイトを開設することにより，様々な関係者が活動

を継続的に支えていくことのできる仕組みを構築する。 

 

２ 事業の概要 

  （単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

マッチングの 

仕組みづくり 

〇地域課題の解決に取り組む県内の団体等に対し，

地域貢献に関心の高い企業から，幅広く支援を募る

ための仕組みの構築 

 

 ・マッチングを行う広島県の専用サイトの開設 

 ・現地における活動への伴走型支援 

 ・団体等への寄附金の受入，交付 

（企業版ふるさと納税の活用）        

など 

１６，０００ 

 

３ 令和３年度予算額 

  １６，０００千円（一部国庫） 



23 

 

 

住民自治組織協働連携モデル推進事業【新規】 
 

１ ねらい 

  人口減少が加速し，集落の小規模・高齢化が進む中山間地域において，集落の状況に

応じた柔軟な地域運営や創意工夫を活かした課題解決の取組を後押しすることによっ

て，中山間地域における地域力の強化を図る。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

住民自治組織

の協働・連携

による地域課

題の解決 

〇複数の住民自治組織が連携した「安心な暮らしを

支える取組」に対する支援 

  

【取組の事例】 

生活交通，移住定住，鳥獣害対策，買い物支援，

耕作放棄地など 

 

【支援方法】 

市町への補助（10 市町程度） 

 

【補助額等】 

 市町による住民自治組織への支援額の１/２ 

 （上限：1,000 千円） 

１０，０００ 

 

３ 令和３年度予算額   

１０，０００千円（単県） 



24 

 

 

チャレンジ・里山ワーク拡大事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  中山間地域の遊休施設等を活用して，企業のサテライトオフィスの誘致や専門人材を

確保しようとする市町を支援し，中山間地域における新しいワークスタイルの定着と企

業誘致を促進する。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

お試し勤務 

施設の整備 

○市町が行う，企業の「お試し勤務施設」の整備に要す

る経費の一部を支援 

 【対象市町】中山間地域を有する市町（３市町程度） 

 【補助率等】遊休施設等の改修，設備投資等に要する 

経費の 1/2（上限：10,000 千円） 

３０，０００ 

専門人材の 

確保 

【新規】 

○市町と連携して，民間事業者による「コワーキング施

設」の整備を支援 

 【支援方法】市町への補助（３市町，３施設程度） 

 【補助率等】市町による事業者支援額の 1/2 

（上限：2,000 千円） 

○首都圏企業と専門人材のマッチング 

【開催回数】３回程度 

【実施内容】地方への進出意向のある首都圏企業と

Ｕ・Ｉターン希望者のマッチングを実施 

１６，０００ 

市町の誘致 

活動に対する

支援 

○市町が行う誘致・受入体制の強化に対する支援 

 ・誘致活動にかかる経費の支援 

（経費の１/２，上限：1,500 千円） 

・企業の現地受入等に要する経費の支援 

（経費の１/２，上限：1,000 千円） 

３７，５００ 

広報展開 

○サテライトオフィスの設置に関心の高い企業等に， 

広島の里山で働く新しいワークスタイルを効果的に 

情報発信（ビジネス誌，ｗｅｂ上の特設サイト等） 

１０，０００ 

 

３ 令和３年度予算額   

９３，５００千円（国庫） 



25 

 

 

中山間地域外部人材活用支援事業 

 
１ ねらい 

  中山間地域において，人材不足などの課題を抱える中小企業が，外部人材を活用して，

自社の経営課題に継続的に取り組んでいくための意識啓発を図る。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

外部人材活用

に向けての 

普及啓発 

○外部人材の効果的な活用に向けた市町が主催する

セミナーへの支援 

 ・外部人材の活用に向けた講師等の派遣 

 ・参加企業を対象としたアンケート調査 

 ・参加企業に対する外部人材活用に向けたフォロ 

ーアップ 

 

《セミナーの概要》 

 ・対象市町 中山間地域を有する市町 

 ・開催回数 15 回（10 市町程度） 

 ・対 象 者 中山間地域の中小企業経営者， 

地元経済関係団体等 

８，０００ 

 

３ 令和３年度予算額   

８，０００千円（単県） 



26 

 

 
デジタル技術を活用した中山間地域の生活環境向上事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  中山間地域が抱える生活に身近な課題について，デジタル技術を活用して解決するた

めの新たなサービスを導入しようとする市町の取組を支援し，広く中山間地域での普及

展開につなげる。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

構想策定支援 

【新規】 

○当該事業の実装に向けて，基本構想を策定する市

町に対し，その策定経費を支援 

 

【対象市町】中山間地域を有する市町 

【補助率等】経費の１/２ 

１０，０００ 

実装への取組

支援 

○デジタル技術を活用したサービスを通じて，中山

間地域における身近な生活課題の解決を図る市町の

取組を支援 

 

【対象分野】生活交通，農地保全，医療・福祉， 

防災・減災，移住・定住など 

 【対象市町】課題解決に取り組む中山間地域を 

有する市町 

（複数市町による共同実施も可） 

 【補助率等】事業費の１/２ 

１００，０００ 

 

３ 令和３年度予算額 

  １１０，０００千円（単県） 



27 

 

 
鉄道ネットワークを活かした中山間地域の魅力向上事業【一部新規】 

 
１ ねらい 

  平成 30 年７月豪雨災害による被災からの全線復旧（R1.10）を受けて，中山間地域の

魅力向上を図るため，鉄道網を地域資源として活用し，中山間地域ならではの地域交流

の拡大や地域の利便性向上に取り組む市町・沿線協議会等を支援する。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

鉄道網を活用

した地域交流

の拡大等 

○鉄道網を地域資源として活用した，地域交流の拡大等

の取組を支援する。 

・鉄道を活用した広域観光の促進 

・鉄道路線・駅舎を活用したイベントによる地域の 

魅力発信 

・鉄道を核とした地域交通の利便性向上 

 

  《対象路線》JR 芸備線，JR 福塩線 

 《支 援 額》上限 10,000 千円 

 

○移動ニーズに基づく実証実験【新規】 

・沿線地域の潜在的移動ニーズの検証のための実証実験 

・鉄道利用の付加価値向上に向けた実証実験 

２７，０００ 

 

３ 令和３年度予算額 

  ２７，０００千円（単県） 



28 

 

広島型 MaaS 推進事業【新規】 

 
１ ねらい 

  交通事業者・利用者・受益者（商業施設等）が主体的に連携し，デジタル技術を活用

しながら，交通と生活サービスをひとつのサービスとして提供する「広島型 MaaS」を県

内全域に展開することで，中山間地域等の地域公共交通や広域ネットワークの利便性と

持続可能性の向上を図る。 

 ※MaaS：出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段をシームレスに一

つのアプリで提供するなど，利用者にとって一元的なサービスとして捉える概念 

 ※広島型 MaaS：交通手段の統合に留まらず，地域(住民)が主体となり，交通事業者，商業

施設等の交通受益者と連携し，定額制の導入や生活サービスの統合などを行う新たな交

通サービス 

 

２ 事業の概要 

  中山間地域での社会実装が可能な「MaaS を活用した新しい交通サービス」のモデルを

構築するとともに，全県的な「広島型 MaaS」の展開に向けた基盤づくりに取り組む。 

（単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

調査事業 

(MaaS社会実装計画） 

〇地域で支える生活交通の仕組みづくりのための

調査・基盤づくり 

・地域が主体となり，MaaS 社会実装計画を策定 

・必要に応じて短期の実証実験を実施 

【補助内容】 

市町・地域団体（上限:１団体 ２，０００千円） 

４，０００ 

総合事業 

(MaaS 実証実験) 

〇MaaSを活用し既存の交通システムの収益性を向

上させる実証実験 

【補助内容】 

市町（上限:１団体 １０，０００千円） 

１０，０００ 

人づくり 

〇市町担当者を対象とした研修会の運営 

〇新たなモビリティサービス検討会の運営 

〇市町担当者への GTFS（標準的なバス情報フォー

マット）データ作成研修 

１０，０００ 

モビリティデータ 

基盤構築 

〇モビリティデータ基盤の構築 

・公共交通データ，行政データの集積及び可視化

等機能強化 

・実証実験の導入効果検証等，交通政策への活用 

１８，０００ 

 

３ 令和３年度予算額   

４２，０００千円（単県） 
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鞆地区振興推進費 

 
１ ねらい 

  鞆地区の再生・活性化に向けたまちづくりを促進するために，生活利便性の向上や安

全・安心の確保などを図ることを目的とした鞆地区の地域振興に係る事業について，福

山市と連携・協力し，地元住民の方々と意見交換を重ねながら，取組を進める。 

 

２ 事業の概要（令和２年度２月補正（国補正対応分）含む） 

【土木建築局所管】                        （単位：千円） 

区  分 内    容 予算額 

町中の交通処

理対策 

バイパス機能としての山側トンネル及び関連

事業の調査設計，用地買収，工事の実施  

（債務 9,000,000） 

１,２９８，０００ 

江之浦～焚場間の交通処理対策に必要な用地

買収及び道路拡幅工事等の実施 
１５１，０００ 

防災対策 
西町・道越地区及び江之浦～焚場地区における

護岸の工事等の実施 
４６５，０００ 

交通・交流拠

点等の整備 
交通・交流拠点等の工事等の実施 ８７２，０００ 

合   計 
（債務 9,000,000） 

２，７８６，０００ 

 

【地域政策局所管】                        （単位：千円） 

寄附募集のた

めの情報発信

等 

○福山市が平成 29 年度に策定した鞆まちづくり

ビジョンを踏まえ，鞆のまちづくりの取組に対す

る寄附を募るため，情報発信等を実施 

○寄附募集によって集まった資金を福山市の基

金に積み立てるため，福山市に交付する。 

１８，０８３ 

 ※地域政策局所管分については，令和３年度予算額のみ計上 

  

３ 令和３年度予算額（令和２年度２月補正（国補正対応分）含む） 

（債務９，０００，０００千円） 

２，８０４，０８３千円（一部国庫） 



30 

 

 

未来の地域づくり応援交付金事業【新規】 

 
１ ねらい 

  市町の共通課題である「地方創生・人口減少対策」や「防災・減災対策」などの取組

を，市町振興基金のうち公営競技施行団体からの均てん化寄附分（残高）を活用した交

付金事業により，コロナ禍でも着実に推進する。 

 

２ 事業の概要 

（単位：千円） 

内    容 予算額 

○各市町が地方創生や安全・安心なまちづくりの取組に必要な経

費に対して，別に定める交付限度額の範囲で支援する。 

区 分 取 組 例 

まちづくり 
医療・福祉の充実，生活交通の確保，生活基

盤の安全・安心対策など 

ひとづくり 
子育て支援，産業ＤＸ・イノベーション人材

の育成など 

しごとづくり 地域産業の強化，定住対策など 

その他 
その他，上記事業を中長期的に展開するため

の基金造成 

※内部管理経費は除く 

 

〇事業主体：市町 

〇交付限度額 

【基金への寄附関係団体（広島市，福山市，大竹市，廿日市市）】 

 予算総額の１/２を各団体の寄附拠出額により按分した額 

  （ただし，下記団体の交付限度額を下回らないよう調整） 

【その他市町（１９市町）】 

  予算総額の１/２を均等に按分した額 

〇交 付 率：定額 

７０１，３８７ 

 

３ 令和３年度予算額 

７０１，３８７千円（単県） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ  各課の事業概要 
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地 域 政 策 総 務 課 

 

１ 国土調査の促進 

  県土の計画的かつ効率的な利用を推進するため，市町が「国土調査法」に基づき，一筆毎の土地につい

て，その所有者，所在，地目の調査並びに境界及び面積の測量等を行い，その結果に基づく地籍図及び地

籍簿の作成を行っており，その取組を支援する。 

 

   【令和３年度の事業計画】 

令和３年度実施予定市町 １４ 市町 

令和３年度実施予定面積 １６．３５ k㎡ 

(注) １ 街区境界調査のみを実施する府中町及び海田町を含む。 

２ 実施予定面積には，令和２年度からの繰越分を含む。 

 

 

   【地籍調査実施状況】            （令和３年３月３１日現在） 

調査対象面積 調査完了面積 進 捗 率 

７，９３５ k㎡ ４，２４３ k㎡  ５３．５ ％ 

    (注) １ 進捗率は，調査対象面積に対する調査完了面積の割合(％)である。 

      ２ 調査完了面積には，地籍調査以外の調査で，国土調査法第１９条第５項により 

       指定されたものを含む。 
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地 域 力 創 造 課 

 

１ 移住の促進 

 

(1)  東京圏等から広島への移住促進 

 「都市と自然の近接性」という地域特性を生かした広島らしいライフスタイルの魅力の発信や，移住

相談窓口などの移住サポート体制の強化等を通して，東京圏で高まりつつある地方移住の機運を取り込

み，移住・定住につなげる仕組みづくりを進める。 

 

  ア 広島らしいライフスタイルの魅力発信 

    広島県の地域特性である「都市と自然の近接性」を生かしたライフスタイルの魅力等を，効果的に

発信する。 

 

  イ 移住希望者と地域のマッチング 

    東京の相談窓口の運営や仕事に関する情報提供などにより，移住希望者の具体的なニーズに応じた

きめ細かなサポートを行うとともに，広島への移住を希望する人と県内各地域とのマッチングを図る。 

     

  ウ 移住者に対する受け皿づくり 

    市町や経済界等と連携して，移住者の受け入れ意欲のある地域の主体的な取組を促進するなど，移

住の受け皿づくりを行うとともに，移住検討者層に応じた現地ネットワークづくりを行うことにより，

移住に向けた行動を具体的に促進させる。 

 

２ まち・ひと・しごと創生の推進 

 

(1) 市町のまち・ひと・しごと創生に向けた支援 

   市町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく市町の施策の推進に向け，県と市町との連携・調整を

図るとともに，情報提供や助言，各種相談に応じるなど，まち・ひと・しごと創生に向けた市町の取組

を支援する。 
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３ 県と市町の連携強化 

 

(1) 県と市町の連携強化 

   地域の課題等を踏まえた県政の推進に向け，「県・市町連携会談」や「県・市町共同会議」の開催 

などを通じ，県と市町の連携の強化を図る。 

   また，市町企画担当課長会議や各種地域振興協議会の窓口機能等を通じて，主要な課題や横断的な課

題等について市町と共有しつつ，縦割りではない総合的な視点から，市町の広域的・自主的な取組に対

し，支援・助言及び関係局との調整を実施する。 

 

 

【令和２年度の実施予定】 

区 分 主 催 出席者等 内 容 等 

県・市町連携会談 県 知事，各市町長 県・市町の施策連携等について市町長と意見交換 

県・市町共同会議 
県（市長会・

町村会） 
知事，関係市町長 

個別テーマについて関係市町長と意見交換 

（年２回開催） 

行政懇談会 
市長会・ 

町村会 
知事，全市町長 

県予算・施策への提案・要望 

（年１回開催） 

市長・町長会議 県 知事，全市町長 
県予算・施策の説明 

（年１回開催） 
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交 通 対 策 担 当 

 

 交通対策の推進 

 

(1) 総合交通計画の推進 

   陸・海・空の各交通モードの連携による総合交通体系の構築，基幹的交通体系と地域交通体系が直

結・融合するシームレスなネットワークの形成を目指し，各種交通施策を推進する。 

 

(2) 鉄道輸送対策の推進 

  ア ＪＲ線輸送対策の推進 

    県内各地域の交流と連携を促進し，各都市圏の拠点性の向上を図るため，基幹的交通機関として重

要な役割を担うＪＲ線について，輸送需要に応じた列車の増便，地域に密着したダイヤ編成等をＪＲ

に働きかけ，輸送力の増強等の輸送サービスの向上を図る。 

    また，各路線の活性化を図るため，沿線協議会が行う輸送改善等に関する調査・検討や利用促進策

等に対し，必要な助言・指導を行う。 

 

  イ 井原鉄道の振興 

    備後地域と岡山県西南圏域を結ぶ広域的な交通機関として開業した第３セクター井原鉄道(株)が将

来にわたって健全な経営を維持し，地域の振興に寄与することができるよう，関係自治体とともに

支援を行う。 
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(3) 生活交通確保対策の推進 

  ア 生活バス路線維持対策の推進 

    モータリゼーションの進展や人口減少，少子化等により，バス利用者が減少し，バス路線の廃止・

減少が進んでいるため，関係市町等と連携して生活交通の確保に向けた取組を行う。 

 

   (ア) 生活路線の運営維持 

     国，県，市町の役割分担と連携により，広域的な生活バスネットワークを維持・確保するため，

バス事業者に対して運行費等の補助を行うとともに，国，県，市町及びバス事業者等で構成する協

議会において，生活交通を確保するための基本的事項について協議・調整を行う。 

 

   (イ) 市町生活交通の支援 

     市町が主体的に取り組んでいる生活交通の再編を支援するため，市町運行路線の維持，再編に要

する経費などに補助を行うとともに必要な指導・助言を行う。 

     また，平成２５年度から，市町以外に，地域住民等が主体となって運行する路線についても，支

援を行っている。 

 

【補助制度の概要】 

区分 事 業 名 補助対象者 補助対象 補助率 

広
域
幹
線
路
線
の
維
持
・
確
保 

地域間幹線系統 

確保維持費補助 
バス事業者 

複数市町村（平成１３年３月３１日現在）

を運行し，輸送量１５人～１５０人／日等

の要件を満たす広域的・幹線的な事業者バ

ス路線に対する運行経費補助 
国：１／２ 

県：１／２ 

運行経費補助対象路線を運行する車両経費

補助 

広域生活交通路線 

確保維持費補助 
バス事業者 

複数市町村（平成１３年３月３１日現在）

を運行し，輸送量５人～１５０人／日等

（※）の要件を満たす広域的・幹線的な事

業者バス路線に対する運行経費補助 

※ 全過疎地域の輸送量要件２．５人 

～１５０人／日 

県：１／２ 

市町：１／２ 

事業者路線再編 

調査支援 
市町 

乗合バス事業者路線の地域交通体系再編調

査に係る費用 

県：１／２ 

（上限：1,000千円） 

地
域
運
行 

生活交通運行支援 市町 

市町等運行路線 

当該市町の全補助対象路線の総年間走行キ

ロ×単価（※）×補助率 

※デマンド１５０円，マイモビリティ 

１００円，その他５０円 

全過疎市町：１／３ 

一部過疎市町：１／４ 

非過疎市町：１／６ 
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  イ 航路対策の推進 

    離島航路については，離島地域における唯一の交通手段であり，離島の住民生活に不可欠であるた

め，広島県離島航路補助金交付要綱に基づき，当該離島航路事業を営む市町又は航路事業者に補助金

を交付している市町に対して支援を行い，航路の維持を図る。 
 

【離島航路補助の概要】 

補助対象者 離島航路が所在する市町 

補助対象航路 離島振興対策実施地域に連絡する唯一航路 

補助対象額 実績収支差見込額から国庫補助額及び経営改善等カット額を控除した額 

補助率 １／２ 

 

    生活航路については，離島の暮らしの維持や架橋で結ばれた地域の経済活動の維持に不可欠な，県

として支援すべき航路に対し，適正な運航経費に基づいた欠損額の一部を補助し，航路の維持を図る。 
 

【生活航路補助の概要】 

補助対象者 補助対象航路が所在する市町 

補助対象航路 

県として支援すべき航路 

Ⅰ 「離島の暮らしの維持」に不可欠な航路 

Ⅱ 「架橋で結ばれた地域の経済活動の維持」に不可欠な時間短縮効果に 

優れた航路 

補助対象額 適正な運航経費に基づいた欠損額 

補助率 １／２ 

 

(4) 交通バリアフリーの推進 

   高齢者や身体障害者等の公共交通機関における移動の円滑化を図るため，交通バリアフリー化に向け

た整備等を支援する。 

 

(5) 公共交通移動活発化の推進 

   公共交通による移動の活発化を図るため，各種交通事業者が交通ネットワークの改善に取り組む枠組

をつくるとともに，多様な公共交通情報の総合的な提供や，乗換利便性の向上等に向けた取組を推進す

る。 
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都 市 圏 魅 力 づ く り 推 進 課 

 

１ 都市圏活性化の推進 

  内外の多様な人材や企業を惹き付けることができる魅力と活力ある地域環境の創出に向け，都市圏の活

性化施策を推進する。 

 

  (1) 広島市及び福山市と連携した取組の推進 

    広島都市圏及び備後圏域において，内外の多様な人材を惹きつける魅力と活力ある地域環境の創出

に向け，圏域の中心である広島市及び福山市と連携した取組を推進する。 

     

 

  (2) 多様な人材の集積を促進する環境の創出 

    創造的に活動する人材を支援するとともに，県内外に広く情報発信し，多様な人材の集積を促進す

る環境を創出する。 

 

２ 県と広島市，福山市の連携の強化 

県と広島市，福山市がそれぞれ実施している行政サービスについて，広島市，福山市と連携方策等の調

査・検討を行い，県民・市民が利便性の向上を実感できる効率的な行政サービスの提供に向けた取組を推

進する。 
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中 山 間 地 域 振 興 課 

 

１ 地域における「つながり力」強化と人材の育成・ネットワークづくりの促進 

 

(1)  人材の育成・交流促進に向けた取組 

ア  オンライン「ミニ未来博」 

    中山間地域での様々な取組に関心のあるターゲット層を対象に，オンライン「ミニ未来博」を開催

し，体験プログラムへの参加をきっかけとして，地域づくり実践者の拡大を図る。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

開催期間 令和３年９月から１２月までの４か月間 

内容 

・ミニ未来博特設サイトの開設 

・オンライン体験プログラムの企画 

・オンラインプロモーションの実施 

・里山ココロザシカフェの開催 

・里山グッドアワードの表彰 

目標 
ミニ未来博特設サイトＰＶ数 １２万ＰＶ 

ミニ未来博参画者からのチーム５００登録者数 ３０人 

 

 

イ ひろしま「ひと・夢」未来塾 

    地域づくりの担い手の確保やスキルアップを図るため，地域づくりのノウハウを学ぶ実践的な研修

を実施し，担い手の育成を図る。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

対 象 者 地域づくりに関心のある２０代～４０代の若年層 

募集人数 ２５人（２コース） 

研修コース 
① 身近な地域課題の解決に向けた活動をするために必要なノウハウを学ぶコース 

② 地域づくり活動実践者の中山間地域の課題解決につながる起業を促進するコース 

 

ウ ひろしま里山・チーム５００ 

地域づくり実践者の活動継続等を図るため，ポータルサイトの運営，セミナーの開催等を行う。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

登録要件 年１回以上，地域づくりの取組を自ら企画，実践していること 

登録目標 ６８０人（令和７年度末） 

取組内容 
①専用ポータルサイトの運営～人材登録，ウェブでのつながり形成 

②交流機会の創出～リアルでのつながりの拡大 
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エ クラウドファンディング 

「ひろしま里山・チーム５００」登録者等を対象に，クラウドファンディングを活用した資金調達

等のサポートを通して，更なる実践活動の主体的かつ継続的な展開を促す。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

対 象 ひろしま里山・チーム５００の登録者等 

支援方法 
クラウドファンディング活用について実践的に学びながら実施に向けた準備が整うよう

な連続講座を開講 

 

オ サポートデスク 

 中山間地域を中心とした地域づくりに関するワンストップの相談窓口（専用ﾀﾞｲﾔﾙ）を開設し，担

当者による個別相談に応じるとともに，人材紹介，県庁内関係課や市町，大学等への橋渡し，情報提

供などにより活動実践者への支援を行う。 

 

 

(2) 首都圏からの人材の確保 

 ア ひろしま里山ウェーブ拡大プロジェクト 

地域貢献に意欲のある首都圏の若者と広島県の中山間地域において実践活動に取り組む人材のマッチ

ングや具体的な課題解決を通したつながりを創ることによって，中山間地域内外における担い手の確保

と実践活動参加者の拡大を図る。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

事業の内容 

① 事業説明会等の実施 

② 首都圏でのセミナーの実施 

③ 現地実習の実施 

④ 参加者によるプランのプレゼンテーションの実施 

 

(3) 持続可能な地域運営の仕組みづくり 

 ア ひろしま版里山エコシステム構築事業 

中山間地域の課題解決に向けた地域団体や実践者の活動を広く紹介し，地域貢献に関心の高い企業等

へつなぐための広島県の専用サイトを開設することにより，様々な関係者が活動を継続的に支えていく

ことのできる仕組みを構築する。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

事業の内容 

① マッチングを行う広島県の専用サイトの開設 

② 現地における活動への伴走型支援 

③ 団体等への寄付金の受入，交付（企業版ふるさと納税の活用） など 
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(4) 住民自治組織の活動支援 

 ア 住民自治組織協働連携モデル推進事業 

人口減少が加速し，集落の小規模・高齢化が進む中山間地域において，集落の状況に応じた柔軟な地

域運営や創意工夫を活かした課題解決の取組を後押しすることによって，中山間地域における地域力の

強化を図る。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

事業の内容 

○ 複数の住民自治組織が連携した「安心な暮らしを支える取組」に対する支援 

 ・市町による住民自治組織への支援額の1/2（上限：1,000千円，10市町程度）

【取組の事例】 

  生活交通，移住定住，鳥獣害対策，買い物支援，耕作放棄地解消など 

 

２ 地域特性を生かした事業展開や創業の促進 

(1) チャレンジ・里山ワーク拡大事業 

廃校舎や古民家等中山間地域の既存施設を活かして，企業のサテライトオフィスを誘致しようとする

市町を支援し，中山間地域における新しいワークスタイルの定着と企業誘致を促進する。 

ア お試し勤務施設の整備支援 

市町が行う，企業の「お試し勤務施設」の整備に要する経費の一部を支援 

区 分 内        容 

事業内容 
遊休施設等の改修，設備投資等に要する経費の1/2（上限：10,000千円） 

中山間地域を有する市町（３市町程度） 

 

イ 専門人材の確保 

専門人材確保に向けたコワーキング施設整備への支援やＩＴ企業・ＩＴ人材のマッチングを実施 

区 分 内        容 

コワーキング施設整備への支援 
コワーキングスペース整備に民間事業者を活用する場合の支援

（経費の1/2を支援，上限2,000千円） 

ＩＴ企業・ＩＴ人材のマッチング 
地方への進出を検討している首都圏IT企業とU・Iターンを希望す

るIT人材のマッチングを実施 

 

ウ 市町の誘致活動に対する支援 

市町が民間と連携して行う誘致・受入体制の強化に対する支援 

区 分 内        容 

専門家を活用した誘致活動への支援 
誘致計画の策定，誘致活動等に専門家を活用する場合の支援（経

費の1/2を支援，上限1,500千円） 

企業の現地案内経費に対する支援 
「お試しオフィス」等の利用による現地案内経費への支援 

（経費の1/2を支援，上限1,000千円） 

 

エ 広報展開 

サテライトオフィスの設置に関心の高い企業等が，広島の里山で働く新しいワークスタイルを効果 

的に情報発信（ビジネス誌，ｗｅｂ上の特設サイト等） 
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(2) 中山間地域外部人材活用支援事業 

中山間地域において，人材不足などの課題を抱える中小企業が，外部人材を活用して，自社の経営課

題に継続的に取り組んでいくための意識啓発を図り，人材活用の新たな仕組みづくりにつなげる。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

外部人材活用に向けて

の普及啓発 

○ 外部人材の効果的な活用に向けて市町が開催するセミナーの支援 
 ・外部人材の活用に向けた講師等の派遣 
 ・参加企業を対象としたアンケート調査 

 

 

３ デジタル技術を活用した暮らしの向上 

(1)  デジタル技術を活用した中山間地域の生活環境向上事業 

中山間地域が抱える生活に身近な課題について，デジタル技術を活用して解決するための新しいサー

ビスを導入しようとする市町のモデル的な取組を支援する。 

【事業の概要】 

区 分 内        容 

事業内容 

・ 当該事業の実装に向けた基本構想策定に係る経費を支援（経費の1/2を支援） 

・デジタル技術を活用した新たなサービスを実装しようとする取組を支援（事業費の1/2

を支援） 
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４ 県の策定計画の推進 

 

(1) 中山間地域振興計画の推進 

ア 計画に基づく取組の推進 

令和３年１月に策定した「第Ⅱ期 広島県中山間地域振興計画」について，全庁的な推進体制の下， 

中山間地域振興協議会の開催など，市町とも連携しながら推進する。 

 

 

【推進体制】 
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【施策の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 集落調査等の実施 

地域の持続性を高めるために必要な機能等の検討に活用するため，地域の現状等を詳細に把握する集

落調査を実施する。 

区 分 内        容 

住民自治組織 

活動実態調査 

・ 住民自治組織による地域活動の現状と運営する上での課題 

・ 課題解決に応じた周囲からの支援の状況 

・ 限界世帯（高齢独居世帯や高齢夫婦世帯等）の状況 

・ 集落での生活を維持する上で必要な機能 など 
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(2) 過疎地域持続的発展方針及び過疎地域持続的発展県計画の推進 

現在策定中の過疎地域持続的発展方針及び過疎地域持続的発展県計画に基づき，ソフト施策などの

支援制度を活用し，地域の実情に応じた創意工夫による総合的かつ計画的な施策を推進する。 

 

 

【過疎地域の概要】                          （令和３年４月１日現在） 

区   分 市町数 面積（ｋ㎡） 人口（万人） 人口密度（人／ｋ㎡） 

全 県        ２３ ８，４７９ ２８４．４ ３３５ 

過 疎 地 域        １４ ５，２２７ ３４．０ ６５ 

過疎地域の占める割合 ６０．９％ ６１．６％ １２．０％ － 

（注）人口は平成２７年国勢調査による。 

【県及び市町の過疎地域持続的発展計画の概要】 

計画期間 令和３年度～令和７年度  （特定市町：令和３年度～令和８年間予定） 

施策の体系 

〇移住・定住・地域間交流の促進，人材育成 

〇産業の振興 

〇地域における情報化 

〇交通施設の整備，交通手段の確保の促進 

〇生活環境の整備 

〇子育て環境の確保，高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

〇医療の確保 

〇教育の振興 

〇集落の整備 

〇地域文化の振興等 

〇再生可能エネルギーの利用の推進 

〇その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

〇過疎地域市町相互の連絡調整，人的及び技術的援助その他必要な援助（県計画のみ） 

計画策定予定市町 

（16市町） 

【全域過疎市町及び一部過疎市町】 

呉市（旧音戸町・倉橋町・下蒲刈町・蒲刈町・川尻町・豊浜町・豊町の区域） 

三原市（旧大和町・久井町の区域） 

尾道市（旧因島市・瀬戸田町・御調町・向島町の区域） 

府中市（全域指定），三次市（全域指定），庄原市（全域指定） 

廿日市市（旧吉和村・宮島町の区域），安芸高田市（全域指定） 

江田島市（全域指定） 

安芸太田町（全域指定），北広島町（全域指定），大崎上島町（全域指定） 

世羅町（全域指定），神石高原町（全域指定） 

【特定市町（卒業団体）】 

福山市（旧内海町の区域），東広島市（旧福富町・豊栄町・河内町の区域） 
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 (3) 離島・半島地域の振興対策の推進 

   ア 離島地域の振興対策の推進 

島民の生活の安定及び福祉の向上を図り，離島地域の自立的発展を促進するため，平成２５年１２

月に策定した広島県離島振興計画に基づき，離島地域の振興を図る。 

 

   【離島地域の概要】               （令和３年１月１日現在） 

指 定 地 域 数       ７地域 （６市１町） 

法指定離島のうち有人離島数 １３島 （県内島しょ数１３８） 

面 積       ６５．１７ ｋ㎡   （全県比率 ０．７％） 

人 口       １０，６７８ 人 （全県比率 ０．４％）         

    （注）人口は平成２７年国勢調査，面積は令和２年国土地理院調べ等による。 

【広島県離島振興計画の概要】 

計画期間 平成２５年度～令和４年度 

基本方針 

○交流の拡大や雇用の場の確保等により定住の促進を図るため 

「瀬戸内海地域の連携と交流の促進」 

「農水産業をはじめとした地域産業の振興」 

「暮らしやすい離島に必要な環境整備・社会的サービスの維持・確保」の観点 

から離島振興を推進 

○地理的自然的特性を生かし，地域の実情に応じた多様な主体による取組を推進 

項 目 

○交通及び通信施設の整備 

○産業の振興及び就業の促進 

○生活環境の整備 

○医療の確保 

○介護及び福祉サービス等の充実 

○教育及び文化の振興 

○観光振興及び交流の促進 

○自然環境の保全及び再生可能エネルギーの促進 

○国土保全施設の整備その他防災対策 

 

イ 半島地域の振興対策の推進 

半島振興法が平成２７年４月１日から１０年間延長されたことに伴い，平成２８年２月に見直 

した江能倉橋地域半島振興計画に基づき，半島地域の振興を図る。 

 

【半島地域の概要】                        （令和３年１月１日現在） 

指 定 地 域       
江能倉橋島地域〔江田島市全域及び呉市の一部（旧音戸町，旧倉橋町）〕 

（全国２３地域） 

指 定       昭和６１年３月指定 

人 口       ４１，３７３人 （全県比率 １．５％） 

面 積       １７０．７１ｋ㎡（全県比率 ２．０％） 

   （注）人口は平成２７年国勢調査，面積は令和２年国土地理院調べによる。 
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【広島県半島振興計画の概要】 

計画期間 平成２７年度～令和７年度 

基本目標 「中枢・拠点都市との近接性を生かした定住・交流機能の強化」 

重点施策 

○ 交通通信施設の整備 

○ 産業の振興 

○ 観光の開発 

○ 就業の促進 

○ 医療の確保等 

○ 高齢者福祉・児童福祉の増進 

○ 生活環境の整備 

○ 地域間交流の促進 

○ 国土保全施設等の整備及び防災体制の強化 

○ 環境の保全 
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市 町 行 財 政 課 

 

１ 市町に対する総合的な支援 

  市町の行財政基盤の強化と自立を支援するため，行財政状況や地域課題など様々な情報の収集・分析を

行い，市町の現状に即した的確で効果的，かつ総合的な市町の支援を実施する。 

   

２ 市町の行政運営の強化 

 

(1) 行政運営に対する助言 

   市町の組織や運営の合理化及び効率化並びに健全な行政運営に資するため，適切な助言及び情報提供

を行うとともに，県・市町を通じた最適な行政サービスの構築に向けた取組を検討，実施していく。 

また，必要に応じて行政運営に係る共通課題を検討する研究会を開催する。 

 

   【令和３年度の研究会実施計画】 

経営改革研究会，人事管理研究会 等 

 

 

(2) 職員の人材確保・育成 

   平成１４年に設立した「ひろしま自治人材開発機構」を活用して，県と市町が一体となって人材の確

保・育成・交流を総合的に進めていく。 

 

【令和３年度研修計画（市町職員分）】 

区 分 内   容 

一 般 研 修       初任研修，中堅職員研修，監督者研修等１０講座 

特 別 研 修       監督者セミナー，法制執務，説明力向上等１２講座 

 

(3) 住民基本台帳ネットワークシステムの運用 

   住民サービスの向上と行政事務の効率化を図ることを目的として，全国規模で本人確認を行うため，

地方公共団体が共同で運営する住民基本台帳ネットワークシステムについて，セキュリティの確保に配

慮するとともに，電子自治体の基盤として円滑に運用する。 

   また，市町の住民基本台帳事務のマイナンバー制度への対応について，必要な支援・助言を行う。 
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３ 市町の財政健全化に向けた取組への支援 

 

(1) 財政の健全化に向けた取組 

   市町財政の健全化を図るため，各市町の財政事情を把握し，課題解決に向けた適切な助言及び情報提

供を行うとともに，財政力が弱く財政状況が特に厳しい市町については，公債費負担適正化計画の策定

などについて必要な助言を行う。 

   また，地方財政制度や地方交付税制度について，市町の意見を的確に反映させるため，国に対して,

施策提案や意見申出などを行う。 

 

【令和３年度の取組】 

区 分 概 要 対 象 実施時期 

 財政事情等調査 
現状と課題把握のための実態調査及び課題

解決策の検討 

全 団 体 

（政令市を除く） 
５月～１０月 

市町当初予算編成

等説明会 

翌年度予算編成に係る注意事項や新たな制

度についての説明 

全 団 体 

（政令市を除く） 
１月 

施策提案等 
地方財政制度や地方交付税制度に係る財源

確保や制度改善の提案や要望 
国等 ６月，１１月 

意見申出及び制度

改正要望 
地方交付税の算定方法についての申出等 国 ９月，３月 

 

(2) 地方公営企業の経営強化に向けた取組 

   地方公営企業について，経営の健全化と効率化を図るため，実地調査や実務研修等を行う。 

 

【令和３年度の取組】 

区     分 実 施 時 期 

  地方公営企業健全化助言（実地助言を含む） 随 時 

  地方公営企業実務研修会 １回程度 
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(3) 地方交付税等の交付 

   市町の一般財源に大きなウエイトを占める地方交付税等の算定，資金交付事務を行う。 

 

【令和３年度の交付時期】 

区    分 
交 付 時 期 

４月 ６月 ９月 11月 12月 ３月 

 地方交付税 
 普通交付税 ○ ○ ○ ○   

 特別交付税     ○ ○ 

 地方特例交付金 ○  ○   
 

 交通安全対策特別交付金   ○   ○ 

 地方譲与税 

 地方揮発油譲与税  ○  ○  ○ 

 自動車重量譲与税  ○  ○  ○ 

 特別とん譲与税   ○   ○ 

 航空機燃料譲与税   ○   ○ 

 森林環境譲与税   ○   ○ 

 

   【地方交付税額（２３市町）の推移】                          （単位：百万円） 

区   分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

普通交付税 189,710 183,141 185,782 183,045 188,172 186,238  

特別交付税  21,223  20,217  18,010  28,553  19,881 19,408 

        ※特別交付税額は，震災復興特別交付税を含む。 

 

(4) 地方債の同意・届出・許可 

   地方財政法その他の起債根拠法令及び地方債同意基準等の解釈，運用について市町に助言するととも

に，地方債の同意・届出・許可を行う。 

 

【令和３年度の実施時期】 

区      分 実施時期 

 起債予定額照会・聴取  ５月，１２月，随時 

 起債の同意・届出・許可   ８月，３月，随時 

 

  【起債の同意・届出・許可の状況】 

                                       （単位：百万円） 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

 一般会計債等 104,171 74,513 87,843 138,132 106,904 120,607 

 

 

うち辺地・過疎対策事業債 16,752 14,391 16,746 14,513 11,410 14,498 

うち合併特例事業債 26,471 15,912 27,549 40,622 32,360 13,574 

 
うち臨時財政対策債 30,911 24,756 24,654 25,969 21,656 22,486 

うち災害復旧事業債 103 1,041 952 33,851 10,640 9,979 

 公営企業債 25,451 23,266 24,215 22,296 23,435 27,896 

合 計 129,622 97,779 112,058 160,428 130,339 148,503 
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４ 事務・権限移譲の総合調整 

  これまでの権限移譲の成果と今後の取組を踏まえ，成果・効果の普及や移譲市町において円滑

に事務が実施されるよう必要な支援，調整を行う。 

 

(1) 市町への事務・権限移譲の総合調整 

  ア 事務・権限移譲の推進 

    各市町が地域的な特性などにより異なる住民のニーズや地域の課題に対応するため，市町の主体的

な選択に基づき，県から市町への円滑な事務・権限移譲を推進する。 

 

  イ 移譲可能リストの調整 

    市町からの要望や各局からの提案を踏まえ，県から市町に移譲可能な事務・権限を提示するため，

移譲可能リストを調整し，これにより市町の主体的な選択による事務・権限移譲を推進する。 

   

  ウ 特例条例等の改正 

    知事及び県教育委員会の権限に属する事務・権限を市町に移譲するための特例条例等を調整，改正

する。 

 

(2) 事務・権限移譲に伴う支援措置等 

   事務・権限移譲を円滑に推進し，移譲後の事務の適正な執行を確保するため，市町に対する助言，情

報提供等を行うとともに，財源措置や人的支援を行う。 

 

  ア 移譲事務交付金 

    県から市町へ移譲する事務に要する経費について措置する。 

 

  イ 事務・権限移譲等に係る市町人材育成支援 

    移譲市町における円滑な事務の実施を支援するため，研修や県職員の派遣等を行う。 

 

  ウ 県・市町を通じた最適な行政サービスの構築 

    移譲事務のうち特に専門性の高い４事務（大規模小売店舗立地法事務，社会福祉法人の監査事務，

生活衛生事務，公害防止事務）について，市町間連携や県による補完・支援の取組を行う。 

    また，人口減少や少子高齢化が進む中，効率的かつ効果的な行政サービスを提供するため，市町の

ニーズを踏まえ，４分野（医療・介護・福祉，水道事業，土木・建築，物品調達）等について，県・

市町を通じた行政サービスの最適化に向けた取組を推進する。 

 

(3) 事務・権限移譲に伴う国への制度改正要望等 

   現行制度上，事務・権限移譲や共同処理などが困難なものについて，具体的な事例や制度改正の内容

を整理し，国に要望を行う。 
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１ 地域スポーツの推進 

 

(1)  スポーツを核とした豊かな地域づくりの推進 

  スポーツを通じた地域・経済の活性化を図るため，スポーツアクティベーションひろしまによる県内

市町の「わがまち�スポーツ」における戦略立案や事業実施，効果検証などの支援に取り組む。 

 

(2) 国際スポーツ大会の助成 

  アジアトライアスロン選手権等の国際スポーツ大会における，開催経費の一部を助成することを通じ

て，本県におけるスポーツ振興，地元経済の活性化を図る。 

 

２ 障害者スポーツの推進 

 

(1)  障害者スポーツの普及・啓発 

  市町や地域における障害者スポーツ体験イベントの実施や各地域で開催される障害者スポーツ大会等

への人的支援等により，障害者スポーツの普及・啓発を図る。 

 

(2)  障害者スポーツの競技力の向上 

  広島大学病院スポーツ医科学センターと連携した，強化指定選手へのメディカルサポートの実施や障

がい者スポーツ指導員の養成等により，選手の育成・強化を図る。 

 

(3)  障害者スポーツ大会の支援 

  障害者の社会参加を推進するため，県障害者スポーツ大会等の開催を支援する。 

 

３ 競技スポーツの推進 

 

(1)  競技力の向上 

ア ジュニア選手の発掘・育成・強化 

  国民体育大会などの全国規模の大会へ出場するジュニア選手の競技力向上を図るとともに，将来， 

 世界大会で活躍できる選手を広島県から輩出する。 

 

イ 成年選手の強化 

  本県トップアスリートの世界大会・全国大会での活躍を期すため，国民体育大会等に出場する成年

選手の競技力向上を図る。 

 

ウ 指導者の養成 

  中央競技団体が実施する研修会への参加支援や，中学・高校の指導者の合同研修会の開催などを通

じて，県全体の指導者のレベルアップを図る。 

 

 

ス ポ ー ツ 推 進 課 
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(2)  各種スポーツ大会の支援 

  広島アジア競技大会，ひろしま国体を契機として広島での開催が始まった国際規模・全国規模の大会

開催経費の一部を支援する。 

 ・ 天皇盃全国都道府県対抗男子駅伝競走大会 

 ・ 平和カップひろしま国際ソフトテニス大会 など 

 

４ 東京オリンピック・パラリンピック関連事業の推進 

 

(1)  メキシコ選手団等の合宿受入の支援 

  メキシコ合衆国等の選手団の事前合宿を契機として，スポーツをはじめ，経済，文化等，幅広い分野

での交流を行い，県域全体の活性化につなげる。 

・ 事前合宿の受入に向けた関係者との調整 

・ 事前合宿を受け入れる市町に対する支援 

・ 県内の機運醸成の取組の推進 

 

(2)  聖火リレーの県内実施 

  東京2020オリンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火フェスティバルの実施。 

 

５ アーバンスポーツの推進 

 

(1)  FISEの開催支援 

  アーバンスポーツ世界大会の広島での開催を支援することにより，本県におけるスポーツ振興，地元

経済の活性化を図る。 

 

(2) アカデミーの誘致 

   アーバンスポーツの普及や裾野の拡大，選手の育成・強化を担うアカデミーを県内へ誘致する。 

  

６ スポーツ活動を支える環境の整備 

 

(1)  県立社会体育施設の管理及び施設整備 

ア 広島県総合グランド及び広島県立総合体育館の管理及び施設整備 

  広島県のスポーツ振興を担う中核拠点施設である総合グランド及び総合体育館を保全し，機能維持

と利用者の安全を確保するとともに，施設の長寿命化を図るため，計画的に施設設備の改修を行う。 

 

イ スポーツ会館の助成 

  アマチュアスポーツの振興，中・高校生の競技力向上，県総合グランドの利用促進を図るため，ス

ポーツ会館の管理運営に要する経費の一部を助成する。 
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(2)  総合型地域スポーツクラブの育成促進 

ア 総合型地域スポーツクラブの育成 

  地域住民の主体的な参画を通して行われる地域スポーツを推進するため，総合型地域スポーツクラ

ブを育成することにより，生涯にわたってスポーツに親しめる環境を整備する。 

 

イ 活性化へ向けた支援 

  各クラブが共有できるよう，ホームページによる運営事例の情報提供や，クラブ設立・運営のリー

ダーに対して，外部講師を招いた研修会を開催する。 

 

(3)  スポーツ活動を支える人材の養成・支援 

  公益財団法人広島県スポーツ協会や広島県スポーツ推進委員協議会等のスポーツ関係団体と連携する

ことにより，県民スポーツを支える人材の育成や活動の支援を行う。 
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国 際 課 

 

１ 国際社会で活躍できる広島県づくりの推進 

 

(1) 国際社会で活躍できる担い手づくり 

  ア ひろしまジュニア国際フォーラムの開催 

    国内外から高校生が参加して，国際平和についての討議や交流等を行い，平和のメッセージを世界

に発信するとともに，国際的な相互理解を深め，次代の人材育成と国際平和拠点性向上を図る。 

 

イ 外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム） 

    地域の国際化を促進するため，国際交流員３名（英語圏１名，韓国１名，メキシコ１名）を国際課

及び(公財)ひろしま国際センターへ配置する。 

 

  ウ （公財）ひろしま国際センターへの支援 

    本県の民間レベルの国際交流活動推進の中心的組織である（公財）ひろしま国際センターを支援し，

地域レベルの国際化を促進する。 

 

(2) 海外人材の活躍環境づくり 

  ア 多文化共生の社会づくりの推進 

     ひろしま多文化共生連絡協議会を開催し，市町や国等の関係機関との連携を図るとともに，外国人

相談窓口の運営，地域日本語教室の拡充，情報提供の充実など，外国人が，孤立することなく県民の

一員として地域に溶け込み，安心して生活できる環境を整える。 

 

【協議会の概要】 

設置 平成１８年９月 

構成 

県，県内２３市町，県警，広島商工会議所，（特活）ビザサポートセンター，（公財）ひ

ろしま国際センター，外国人技能実習機構 広島事務所 

〔顧問：法務局，出入国在留管理局，労働局〕 

【事業の概要】 

区 分 内  容 

外国人との共生推進事業 
外国人が地域と繋がりを持ちながら，生活に必要な情報を共有できる仕組
みづくりを市町と連携して実施 

異文化理解促進プログラム 小・中学校，高校を対象とした異文化体験講座等を実施 

外国人専門相談窓口の運営 在留資格や労働問題などに関する多言語専門相談窓口の運営 

地域日本語教室の拡充 地域日本語教室の拡充に向けた取組を市町と連携して実施 

外国人への情報提供の充実 
県ポータルサイト（Live in Hiroshima）から，生活関連情報，地域行事，
イベント情報等を多言語でSNS等により発信 

外国人生活環境調査 
外国人に対する生活環境面の取組の効果や課題等を把握するための調査を
実施 
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イ 留学生定着促進事業 

    (ア) 留学生を核とした大学グローバル化推進事業 

     県内大学の留学生受入と県内企業等への就職による本県への定着を促進するため，大学等と連携

し設置している，留学生・大学グローバル化研究会において，留学生の受入・定着に向けた調査・

研究及び具体的な方策の検討を進める。 

 

    (イ) 広島県留学生活躍支援センター事業 

     県内の大学，経済・国際交流団体，行政機関等で構成する「広島県留学生活躍支援センター」に

参画し，広島留学の魅力発信や留学生の県内企業への就職支援を推進する。 

 

【事業の概要】 

区 分 内  容 

就職支援の充実 
就職活動コンサルタントによる個別指導，企業留学生交流会，留学生企業説明会等
の開催 

センター実施事業等に 

係る負担金支出事業 
ウェブサイトの運営，進学説明会，インターンシップ，就職セミナー等の開催 

 

  ウ 留学生支援の推進 

    （公財）ひろしま国際センターを通じて，奨学金の支給や文化施設等の優待事業など，留学生に対

する幅広い支援を行う。 

 

(3） 国際交流，広域拠点機能の強化 

本県の中枢拠点性向上等のため，中国，ブラジル総領事館の誘致を推進するとともに，韓国総領事館

など国際関係機関の活動を支援する。 

 

２ 広島県の魅力・特色の積極的発信や更なる向上 

 

(1) 国際交流ネットワークの充実 

  ア （公財）ひろしま国際センターへの支援（再掲） 

    本県の民間レベルの国際交流活動推進の中心的組織である（公財）ひろしま国際センターを支援し，

地域レベルの国際化を推進する。 

 

  イ 中国四川省との友好交流事業 

    友好提携を締結している中国四川省との様々な分野の交流を促進する。 

また，広島県日中親善協会など民間を主体とした交流の促進を図る。 

 

  ウ 韓国との交流促進事業 

    駐広島韓国総領事館や広島県日韓親善協会等の関係機関と連携して，韓国との交流を促進する。 

 

  エ メキシコ合衆国グアナファト州との友好交流事業 

    友好提携を締結しているメキシコ合衆国グアナファト州との様々な分野の交流を促進する。 
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  オ 在外広島県人会交流事業 

    本県の重要な海外ネットワークである在外広島県人会の活動を支援し，在外ネットワークの維持・

強化を図る。 

 

  カ 在外県人会後継者育成支援事業 

    在外広島県人会の子弟を対象に，交流事業を通じて広島への理解を促進することにより，県人会の

次世代の担い手を育成する。 

 

３ 国際人材育成の推進 

 

(1) 県立広島国際協力センターの運営 

   開発途上国の人づくりに貢献するとともに，県民の国際化や草の根レベルの国際協力活動の支援等を

行うための総合的な国際人材育成拠点として，県立広島国際協力センターを運営する。 

   ※ 平成１８年度から(公財)ひろしま国際センターが指定管理者として施設を管理・運営 

 
【県立広島国際協力センターの活動の概要】 

区 分 内  容 

国際人材の養成 
日本語高等研修，海外日本語教師養成研修，海外大学日本語・日本文化体験プログラム 

青少年等日本文化体験研修，海外自治体・大学等国際化研修，企業等国際化研修等 

県民の国際化 
地域交流事業，情報センター・図書室による国際協力情報の収集・提供，草の根国際協

力活動支援等 

国際協力の推進 国際協力機構受託研修等 

 

４ 渉外関係主要都道府県知事連絡協議会（略称：渉外知事会） 

  米軍関係施設等が所在する１５の都道府県相互間の連絡調整を密接にして，政府等に対して，基地問題

の適切かつ迅速な措置について要請等を行う。 

 

５ 旅券発給に関する事務 

  海外渡航に必要な旅券の発給申請の受理及び旅券の作成・交付等を行う。 

※ 平成１９年６月４日から旅券の申請受付，交付等の事務を市町へ移譲 

（三次市については平成１８年４月１日から移譲） 

  ※ 令和元年１２月２日から旅券申請の窓口を拡大 

   （住所地市町でのみで申請可能 ⇒ 県内すべての市町の中から申請者が自由に選択可能） 

 

   【旅券に関する申請受理及び交付実績】                        （単位：件，％） 

区  分 
申  請 交  付 

 対前年比  対前年比 

令和 ２ 年 21,470 26.6 23,669 29.4 

令和 元 年 80,761 105.2 80,593 106.0 

平成３０年 76,787 108.9 75,999 108.4 

平成２９年 70,534 106.5 70,101 106.5 

平成２８年 66,250 109.0 65,828 109.5 

※ 新規発給以外の手続（査証欄の増補等）の取扱件数を含む。暦年で集計。 
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平 和 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト ・ チ ー ム 

 

国際平和の実現に向けた拠点づくり 

 

１ 国際平和拠点ひろしま構想の推進 

国際平和拠点ひろしま構想に基づき，広島市を始めとする多様な主体との連携などにより，核兵器廃絶

のプロセスや復興・平和構築を推進する。 

 

(1) 核兵器廃絶に向けた新たな政策づくりと多国間枠組みの形成 

ア 政策づくり事業 

  世界的な平和研究機関等と連携し，核抑止に代わる新たな安全保障政策づくりを推進する。（ひろ

しまラウンドテーブル開催，核軍縮研究国際ネットワーク会議の運営，海外研究機関との共同研究，

ひろしまレポート作成） 

 

イ 多国間枠組み形成事業 

  国連等と連携し，新たな安全保障政策をベースにした多国間枠組みの形成を図る。（NPT運用検討

会議での働きかけ，国際平和のための対話イベント等） 

 

(2) 平和の取組への賛同者拡大と世界への働きかけ 

  ア 国際社会等へのアウトリーチ事業 

    国連や各国政府への働きかけ強化のため，多様な団体とのネットワーク化を図る。（TPNW締約国会

議等の国際会議での働きかけ，広報戦略策定等） 

 

  イ 人材育成強化事業（再掲） 

    核兵器廃絶と国際平和の実現のため，グローバルに活躍し，平和貢献できる人材を育成する。 

    （詳細は，（3）広島が有する経験や資源を生かした復興・平和構築 ア 人材育成強化事業を参

照） 

 

(3) 広島が有する経験や資源を生かした復興・平和構築 

  ア 人材育成強化事業 

    核兵器廃絶と国際平和の実現のため，グローバルに活躍し，平和貢献できる人材を育成する。（グ

ローバル未来塾inひろしま，核兵器と安全保障を学ぶ広島－ICANアカデミー等） 

 

イ ひろしま復興・平和構築研究事業 ≪県・広島市連携事業≫ 

     広島の復興の歴史や発展の軌跡等を集積・発信し，平和のための人材育成に活用する。 

 

ウ ひろしま研究・教育機関連携強化事業 ≪県・広島市連携事業≫ 

在広の大学，研究機関等を構成員とする「ひろしま平和研究・教育機関ネットワーク」を活用し， 

会員間の積極的な情報交換を行うとともに，更なる連携強化に向けた具体的な方策について検討を

進める。 
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(4) 持続可能な平和推進メカニズムの構築 

  ア プラットフォーム構築事業 

    多様な主体の参画を促すプラットフォームの構築を図るとともに，平和資源の集積機能等を備えた

体制を整備する。（世界平和経済人会議ひろしまの開催，ウェブサイトを通じた賛同者拡大，へいわ

創造機構ひろしまの運営等） 

 

  イ 拠点構想推進事業 

    国際平和拠点ひろしま構想推進のため，構想推進委員会の開催等を行う。 

 

２ ユニタール広島事務所の活動支援 

  平成１５年７月に開設したユニタール広島事務所の活動を支援することにより，広島が有する世界的な 

知名度やノウハウを活用し，人材育成を通じた国際社会への平和貢献を推進する。 

 

   ＜事務所の概要＞ 

名  称 ユニタール広島事務所 

開設時期 平成１５年７月１５日 

設置場所 広島商工会議所ビル内 

事業計画 年間７本程度のプログラム等を実施 

    

＜支援内容＞ 

区  分 内        容 

活動支援 広島事務所支援のため，年間約76万ドルをユニタール本部へ拠出する。 

事務所維持

支援 

広島事務所の維持支援のため，へいわ創造機構ひろしまを通じて，オフィススペー

スや備品等を提供する。また，広島事務所が実施するプログラムについて，公開行

事の運営や広報など，必要な支援を行う。 
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１ 参議院広島県選出議員再選挙の執行 

 

区   分 概      要 

選 挙 発 生 事 由 
令和元年７月２１日執行の参議院広島県選出議員選挙における当選人

の当選無効 

選 挙 期 日 令和３年４月２５日 

告 示 日 令和３年４月８日 

選挙すべき議員数 １人 

選挙人名簿登録者数 ２，３３０，８１１人（令和３年４月７日現在） 

 

２ 第４９回衆議院議員総選挙及び第２５回最高裁判所裁判官国民審査の執行 

  

区   分 概      要 

任 期 満 了 日 令和３年１０月２１日 

選 挙 期 日 

任期満了に伴う総選挙は，任期満了の３０日前に行うが，総選挙を行うべき期

間が衆議院閉会中又は衆議院閉会の日から２３日以内にかかる場合，衆議院閉会

の日から２４日以後３０日以内に行う。 

ただし，解散による総選挙は，解散の日から４０日以内に行う。 

また，最高裁判所裁判官の国民審査については，各裁判官につき，その任命後

初めて行われる衆議院議員総選挙の期日に行う。 

 
公 示 日 選挙期日の少なくとも１２日前 

議 員 定 数 
小選挙区選出議員（広島県） ７人 

比例代表選出議員 １１人 

選挙人名簿登録者数 ２，３３０，８１１人（令和３年４月７日現在） 

 

３ 広島県知事選挙の執行 

 

区   分 概      要 

任 期 満 了 日 令和３年１１月２８日 

選 挙 期 日 任期満了による選挙は，任期が終わる日の前３０日以内に行う。 

告 示 日 選挙期日の少なくとも１７日前 

選挙人名簿登録者数 ２，３３０，８１１人（令和３年４月７日現在） 

 

 

選挙管理委員会 
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３ 明るい選挙の推進  

  広島県明るい選挙推進協議会と連携・協力し，投票総参加と明るい選挙の実現のための各種事業

を行う。 

 

【明るい選挙の推進の概要】 

区   分 内              容 

資料提供・広報事業   啓発資料等の作成・配布 

関係団体委託事業 

  広島県明るい選挙推進協議会委託事業 

 特別指導者研修会 

 実践委員研究会 

 市区町話し合い活動指導事業 

 白ばらグループ研究会 

 明るい選挙推進出前講座事業 

 主権者教育連結事業 

 明るい選挙推進月間事業 

 女性政治研修会 

 指導者養成事業 

提 携 事 業   明るい選挙啓発ポスターコンクールの実施 
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４ 政治資金関係事務 

  政治資金規正法に基づき，政治団体の諸届，政治資金収支報告書の受理・公表等を行う。 

  

   【政治資金収支報告書の概要】 

区   分 
団 体 数 提出団体数 提出率（％） 

令和元年分 平成30年分 令和元年分 平成30年分 令和元年分 平成30年分 

県 選 管 

届出団体 

政 党（支  部） １８５ １９０ １８４ １９０   ９９．５ １００．０ 

その他の政治団体 ９３４ ９１７ ８７３ ８６０   ９３．５ ９３．８ 

計 １，１１９ １，１０７ １，０５７ １，０５０   ９４．５ ９４．９ 

総務大臣届出団体 ５４ ５５ ５２ ５３   ９６．３ ９６．４ 

（注）１ 団体数は，それぞれの年の１２月末現在のものである。 

     ２ 提出団体数は，それぞれの翌年の９月３０日までに提出のあったものである。 

 

  【政治資金収支報告の概要】 

区      分 
収 入 総 額（百万円） 支 出 総 額（百万円） 

令和元年分 平成30年分 令和元年分 平成30年分 

政 党（支 部） １，５１１ １，４３５ １，５６６ １，４０１ 

その他の政治団体 １，０２０  ９０１ １，０３９ ７９９ 

計 ２，５３０ ２，３３７ ２，６０５ ２，２００ 

（注）１ 収入総額は前年繰越額を除いたものである。 

     ２ 項目ごとに額を端数処理しており，収入総額の計は表示されている項目の計と一致しない。 

 

５ 政党助成関係事務 

  政党助成法に基づき，支部政党交付金の支給のあった政党の支部の使途等報告書の受理を行う。 

 

  【支部政党交付金に係る使途等報告の概要】 

区   分 
交付支部数（件） 交付金額（百万円） 

令和元年分 平成30年分 令和元年分 平成30年分 

自 由 民 主 党 １２ １０ ２８５ １２１ 

立 憲 民 主 党 １ ０ １３ ０ 

公 明 党 ０ ０ ０ ０ 

日 本 維 新 の 会 ３ ４ ８ ２２ 

国 民 民 主 党 ６ ５ ８２ ４９ 

社 会 民 主 党 ２ ２ ７ ４ 

計 ２４ ２１ ３９５ １９６ 

（注）日本共産党は政党交付金の交付申請手続きを行っていない。 


